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令和７年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【  九重町   】     

 

令和７年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 
（１） 

・外国人児童生徒等教育担当者向け説明会 

（2） 

・校内の支援会議（ケース会議）の開催・（管理職・担任・日本語支援員） 

（3） 

・サバイバル日本語の習得・学校への適応や教科学習に参加するための基礎的な力をつける 
・学校生活や集団活動に必要な言葉の指導 学習用具名・施設名・活動名・活動名・教科領域名・挨拶など 

・発音の練習、文字の習得、語彙を増やす、簡単な文型を学ぶ 

（４） 

・成果や実践を日本語指導者養成研修・連絡会等で発信する。 

（5） 

・教科学習に必要な学習用語 

・教科の学習内容を理解することと、日本語を学ぶことを組み合わせて学習する。 

・在籍学級での学習内容を、先行的や復習的に学習する 

(７) 

・支援者や本人が学習用端末を使った母語への翻訳や画像検索などで分からない言葉の理解を進める。 

・学習支援アプリを活用した調べ学習や観察、発表など 

（10） 

・日本語指導が必要な児童生徒が在籍する学校に日本語指導支援員を派遣し、能力に応じた指導を行う。 

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１）指導・支援体制の現状や課題共有による連携強化、多機関・多主体の意見交換を通じた支援体制の具体

化と情報共有の促進ができた。 

（２）指導の質の向上、教員の専門性向上、そして児童生徒の日本語能力・学習理解度の向上した。 

（３）教材中の用語や日本の慣習や事物に関わるもので、慣習や環境の違いからか、知らないことや伝わりにくいこと

がある。 

（４）日本語指導者養成研修・連絡会や日本語指導支援員研修・連絡会で関係者とノウハウを共有することが

できる。 

 (５)学習内容の進展によって、学習用語や問いの理解、グループ活動での話し合いや発表などの場面で、日本語

のやり取りにおいて、理解や発話の速さが追いついていかないことが起こることが考えられる。 

大分県教育委員会 県・別府大・APU・民間ネットワーク・研究団体 

日本語指導が必要な児童生徒等の在籍校 

九重町教育委員会 

日本語指導支援員の派遣 日本語指導アドバイザー 

の派遣 
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（７）児童が自分のペースで意欲的に取り組めた。 

（10）当該学校では「特別の教育課程」や「個別の指導計画」に基づいた教育課程内での指導、取り出し指導

や入り込み指導等、実態に応じた指導形態が実施可能となった。 
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４．その他（今後の取組予定等） 

・引き続き日本語指導アドバイザーを派遣し、今年度の指導を振り返り、来年度のカリキュラムを計画していく。 

・次年度に向けて事業立案の準備をすすめていく。 
 

 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、担当者・連絡先欄を除き、様式９（添付１）の５．成果イメージ資料のポンチ絵と併せ

て、文部科学省ホームページで公開する。 




